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午前９時59分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部、商工観光労働部、教育委員会

１．企業や大学等と連携した人財の育成・確

保について

２．学校教育によるグローバル人材育成の推

進について

３．海外との多様な交流の促進等について

４．ホストタウンについて

○協議事項

１．次回委員会について

２．その他

出席委員（12人）

委 員 長 田 口 雄 二

副 委 員 長 中 野 一 則

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 蓬 原 正 三

委 員 中 野 廣 明

委 員 黒 木 正 一

委 員 日 髙 陽 一

委 員 満 行 潤 一

委 員 髙 橋 透

委 員 渡 辺 創

委 員 重 松 幸次郎

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 永 山 英 也

総合政策部次長
井 手 義 哉

（政策推進担当）

総 合 政 策 課 長 松 浦 直 康

フードビジネス
重黒木 清

推 進 課 長

商工観光労働部

観光経済交流局長 武 田 宗 仁

オールみやざき
酒 匂 重 久

営 業 課 長

教育委員会

学 校 政 策 課 長 飯 干 賢

学 校 支 援 監 金 子 文 雄

事務局職員出席者

政策調査課主査 森 田 恵 介

政策調査課主幹 黒 木 誠

○田口委員長 それでは、ただいまから海外経

済戦略対策特別委員会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

本日は、総合政策部、商工観光労働部、教育

委員会から「みやざきグローバル戦略」におけ

るグローバル人材の育成・確保や海外との連携

・多様な交流の促進における現状等について説

明をいただきます。その後、次回委員会等につ

いて御協議いただきたいと存じますが、このよ

うに取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

平成28年11月１日（火曜日）
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午前10時０分休憩

午前10時１分再開

○田口委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本日は、総合政策部、商工観光労働部及び教

育委員会においでいただきました。

執行部の皆さんの紹介につきましては、お手

元に配付の出席者配席表にかえさせていただき

ます。

それでは、執行部からの説明をお願いいたし

ます。

○永山総合政策部長 おはようございます。総

合政策部の永山でございます。どうぞよろしく

お願いをいたします。

まず、初めにお礼を申し上げます。委員の皆

様方には、先般の海外調査におきまして、県の

香港事務所を初め、本県とつながりのある現地

の企業や関係機関など調査をいただき、まこと

にありがとうございました。

本日は、お配りをしております海外経済戦略

対策特別委員会資料の下のほう、目次にありま

すとおり、宮崎グローバル戦略のうち、戦略の

４、グローバル人材の育成・確保について２項

目、戦略の５、海外との連携・多様な交流の促

進に関して２つの項目に関する取り組みをそれ

ぞれ担当課長から説明をさせていただきます。

私からは以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○重黒木フードビジネス推進課長 フードビジ

ネス推進課です。私のほうからは、グローバル

戦略に位置づけられております企業や大学等と

連携した人財の育成・確保について御説明いた

します。

委員会資料の１ページをお開きください。

産業人財育成、全体的な説明ということにな

りますけれども、まず、１の現状と課題でござ

います。

現在、本県では、地方創生の取り組みを進め

ているところでございますけれども、その実現

に向けましては、県内産業の成長産業化を促し

て、良質な雇用の場を確保していくことが重要

であると考えております。そのためには、県内

産業を担う人材をいかに育成し、確保していく

かが課題となっているところでございます。

このような認識のもと、２にありますとおり、

産学金労官が一体となりまして、産業人財の育

成と若者の県内への定着・確保を図るための「み

やざき産業人財育成プラットフォーム」、これを

本年４月に設立したところでございます。

現在、このプラットフォームやこのプラット

フォームの下に設けましたワーキンググループ

などで、求める産業人財像の明確化ですとか、

課題の掘り起こし、こういった今後の人材育成

に向けた検討を行っているところでございます。

この次の２ページをごらんください。

横の図になっておりますけれども、産業人財

の育成・確保に向けましたプラットフォーム構

成機関それぞれの役割をお示ししております。

四角が中に５つございますけれども、まず、

左上の四角の「産」の役割でございます。まず、

個別の企業に対しましては、企業見学ですとか

インターンシップの積極的な受け入れ、こういっ

たことはもちろんのこと、大学などの人材を送

り出す側に対する求める産業人財像の提示など

を、また、産業団体には、人材育成事業への参

画の呼びかけや、人材育成プログラムの実施・

提供など、産業界が全体として人材育成の意識

が高まり、活発な取り組みが展開されるような

役割をお願いしているところでございます。
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その右の四角でございますけれども、「学」の

役割でございます。小中高校には、宮崎への誇

りや愛着心を育む取り組みの推進や地元の企業

を知る機会の提供、また、大学等の高等教育機

関には、産学官連携によるキャリア教育の推進

や地域や地元企業との連携を深める事業の推進

など、県内企業等と連携しました取り組みを進

めていただくこととしております。

そのほか、下のほうの金融機関や労働団体に

つきましても、それぞれ県内企業への支援や情

報提供、また、働きやすい職場環境の改善等の

提案をお願いしているところでございます。

その上で、我々「官」の役割でございますけ

れども、プラットフォーム構成機関間の連絡調

整等を図りながら、各構成機関とともに、イン

ターンシップを初めとする若者の地元定着に向

けた施策を展開してまいることとしております。

資料の１ページにお戻りください。３の産業

界や大学等との連携による産業人財育成の取り

組みでございます。

今年度展開しております具体的な取り組み内

容につきましては、次の３ページのほうから記

載しておりますので、そちらのほうで説明した

いと思います。３ページをお開きください。

資料の上段、上のところに、太い矢印でお示

しておりますけれども、県では、現在、高校生、

大学生、社会人、それぞれの段階に応じました

産業人財育成の取り組みを進めているところで

ございます。

資料の下のほうから御説明いたします。資料

の一番下の四角にございますけれども、まず、

高校生、大学生の段階では、宮崎で学び働くこ

とへの理解の醸成、こういったことから進めて

いこうと考えておりまして、一番下の四角にご

ざいます、「キャリア発見セミナー」ですとか、

宮崎の郷土や文化について学ぶ「コーディネー

ト講座」、こういったものを実施しております。

その上の四角でございますけれども、県内就

職につながっていく取り組みとしまして、まず、

県内企業をよく知っていただくということで、

「短期インターンシップ事業」等をやっており

ます。また、その上の、今度は企業をより深く

知っていただくための取り組みとしまして、学

生が企業等とともに企業等が抱える課題解決に

取り組む「課題解決型卒業研究テーマ事業」で

すとか、企業ニーズに応じた１カ月間程度の実

践的なプログラムを実施する「中・長期インタ

ーンシップ事業」、こういったものを実施するこ

ととしております。

また、その上の四角囲みになりますけれども、

海外人材の育成策としましては、グローバルな

視野を持ちながら県内企業の発展を伝えること

のできる人材育成を図る取り組みとしまして、

まず、短期の海外インターンシップを行います

「グローバル人材育成事業」というのを行って

おります。次に、比較的、中・長期の取り組み

としましては、学生が県内企業でのインターン

シップと、数カ月から大体１年弱ぐらいの留学

をセットで行います「トビタテ留学ＪＡＰＡＮ

地域人材コース」といったものに、大学や企業

等と連携して取り組んでおります。また、その

上で、一番上の四角でございますけれども、起

業を目指す人材の育成にも取り組むこととして

おります。

最後に社会人という段階に対しましては、資

料の一番右でございますけれども、今年度から、

「ひなたＭＢＡ（みやざきビジネスアカデミー）」

というものをスタートさせておりまして、広い

視野や戦略性などの実践的で高度な理念を持っ

て地域経済を牽引することができる人材の育成
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を図る、多様で体系的な人材育成プログラムを

展開しているところでございます。

産業人財の育成につきましては、すぐに効果

が見えにくいといった部分もございますけれど

も、引き続き、大学や企業等と連携を図りなが

ら、また、県内産業界の御意見等もお伺いしな

がら、若者の地元定着と県内産業を支える人材

づくりに取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

私のほうからは以上でございます。

○飯干学校政策課長 学校政策課関係につきま

して、特別委員会資料により御説明いたします。

４ページをごらんください。

学校教育によるグローバル人材育成の推進に

ついてであります。

１の現状と課題でありますが、変化の激しい

社会を児童生徒がたくましく生き抜くために、

学校においては、自国や郷土の歴史、伝統文化

等を十分に理解した上で、異文化を理解し、国

際化に柔軟に対応できるグローバル人材の育成

が求められております。

そのため、県教育委員会では、グローバルリ

ーダーの育成を目指し、五ヶ瀬中等教育学校及

び宮崎大宮高等学校の県立学校２校が取り組む

「スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）

事業」を支援するとともに、外国語指導助手（Ａ

ＬＴ）の活用による国際理解教育の推進や、英

語教員の研修による外国語教育の推進等に取り

組んでまいりました。

今後は、より広い視野を持ったグローバル人

材及びグローバルリーダーの育成を目指し、Ｓ

ＧＨ事業をモデルとした人材育成や、県内高校

生の海外留学支援等を促進する必要があります。

２の学校教育によるグローバル人材育成に向

けた今後の取り組みでありますが、（１）国際理

解教育の推進については、４点ございます。

１点目に、小中学校では、ふるさと学習を通

して郷土の歴史や伝統文化等を理解し、高等学

校では、地域の現状分析や課題解決を探求する

活動を行うことで、自国や地域への理解を深め

る学習の一層の充実を図ってまいります。

２点目に、児童生徒が世界に目を向ける契機

となるようクラブ活動や学校行事等、外国語の

授業以外における外国語指導助手（ＡＬＴ）の

より一層の活用を図ってまいります。

３点目ですが、ＳＧＨ事業の取り組みをモデ

ルとして、人材育成につながる課題研究等が各

学校においても効果的に実施できるよう成果の

まとめと普及を図ってまいります。

最後に、４点目として、海外からの留学生の

受け入れや校内における留学生と生徒たちとの

交流を奨励してまいります。

次に、（２）外国語教育の推進については２点

ございます。

１点目に、外国語教育の授業研修を通して、

全ての小学校教員の指導力向上を図ってまいり

ます。

２点目に、小中高それぞれに、英語教育を推

進するリーダーを育成し、そのリーダー同士が

共通理解を図る機会を設け、小中高が連携して、

英語によるコミュニケーション能力を育成する

体制を構築してまいります。

最後に、（３）の海外留学の促進につきまして

は３点ございます。

１点目に、全県立高等学校、中等教育学校に

配置した留学支援担当者を通して、進路指導に

おけるグローバル意識の向上や海外留学の促進

を図ってまいります。

２点目に、県内の高校生が、自分自身や自分

の住む地域のよさを再確認しつつ、世界に目を



- 5 -

向けることにつながるよう留学生やＡＬＴと交

流、活動する研修会（「ワールドキャンプ ｉｎ

ｈｉｎａｔａ」）の内容や対象を検証し、海外

への興味・関心の喚起及び留学への意識づけを

図ってまいります。

そして、３点目でございますが、より多くの

県内の高校生が参加できるよう国庫補助を活用

した短期留学プログラムを開発してまいります。

以上でございます。

○酒匂オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課でございます。

委員会資料の５ページをお開きください。

オールみやざき営業課からは、海外との多様

な交流の促進等について御説明をいたします。

まず、１の現状と課題であります。

県では、これまで、東アジアを対象とした交

流事業の実施による国際交流の促進や、海外か

らの賓客の受け入れなどによる人的ネットワー

クの強化・拡大に取り組んできております。

また、県内企業の海外展開や、このような国

際交流を担い得る人材の育成を図るため、ジェ

トロなど関係機関等と連携して、経済国際化セ

ミナーなどの開催に取り組んでいるところであ

ります。

（２）の課題でございますが、海外自治体と

の連携強化や多様な主体による交流促進は、県

民の皆様の国際の理解の促進はもとより、本県

がアジアを初めとする世界市場をターゲットに

県産品の輸出などを図る海外への展開促進や観

光誘客などの海外からの誘致推進を図る上でも

重要でありますことから、今後とも、市町村、

民間団体及び関係機関等と十分に連携しながら、

海外との多様な交流・人的ネットワークの拡大

に取り組む必要があると考えております。

続きまして、２の交流促進等の主な取り組み

であります。

まず、（１）の海外自治体や関係機関との連携

強化としましては、１つ目にありますとおり、

韓国ソウル特別市との間で飲食店や宿泊施設な

どの対象施設の割引を相互に行う「観光交流推

進キャンペーン事業」の実施やベトナム国ナム

ディン省と農業技術者の受け入れや、共同研究

などを行う農業振興に関する連携、さらに、台

湾や韓国の博物館との学術交流、宮交ボタニッ

クガーデン青島とシンガポール植物園との姉妹

提携、台湾塾をきっかけとした高雄市農業局や

台湾農業関係者との交流に取り組んでおります。

また、在外県人会の周年行事への参加などによ

り人的交流を継続するとともに、インドネシア、

ベトナム、ミャンマー等の開発途上国から海外

技術研修員の受け入れにも継続して取り組んで

いるところであります。

資料の６ページをごらんください。

（２）の多様な分野・主体による交流の促進

としまして、本県と台湾との文化、スポーツ分

野における相互交流のきっかけづくりを行い、

草の根レベルでの交流を促進します「東アジア

民間交流促進事業」の実施や、韓国との小中高

校生の相互交流により、お互いの伝統や文化を

理解し合い、国際交流の促進を図る「アンニョ

ンハセヨ！少年少女国際交流事業」の実施、さ

らには、宮崎空港発着の定期路線を活用しまし

て、海外でビジネス展開を図る事業者や修学旅

行などの海外研修への支援を行っております。

このほか、台湾を初めとするアジア諸国を相

互に訪問したり、市町村や関係機関が実施しま

す交流事業に対する支援や助言にも取り組んで

いるところであります。

次に、（３）の国際ビジネスや国際交流を担う

人材の育成としまして、ジェトロ宮崎貿易情報

平成28年11月１日（火曜日）
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センターとの連携による貿易投資相談窓口の設

置や経済国際化セミナー等の開催、県海外事務

所や県輸出促進コーディネーターによる県内企

業の海外展開等に関する相談対応を行っている

ほか、県国際交流協会等による県民への国際理

解講座や国際ボランティア養成講座の開催、さ

らには、在住外国人と県ホテル旅館生活衛生同

業組合などの民間団体との意見交換会の開催な

どに取り組んでいるところであります。

最後に、３の成果指標であります。

みやざきグローバル戦略におきましては、県

民の出国率、これは、県人口に対する出国者数

の割合でありますけれども、これを成果指標の

一つに掲げているところであります。

表にありますとおり、平成27年の実績は3.9％

で、前年の4.4％から0.5ポイント減少しており

ますが、これは、円安や国際テロなどによる影

響と思われまして、全国的にも減少の傾向が見

られているところであります。

出国率はこのような外部要因に左右される面

もございますが、平成30年の目標値でありま

す5.0％を目指し、今後とも市町村や関係機関等

と十分に連携を図りながら、海外との多様な交

流、人的ネットワークの拡大に努めてまいりた

いと考えております。

オールみやざき営業課からは以上であります。

○松浦総合政策課長 私からは、ホストタウン

について御説明をさせていただきます。

委員会資料の７ページをごらんいただきたい

と思います。

ホストタウンといいますと、位置づけといた

しましては、グローバル戦略の後、海外との連

携、多様な交流の促進の中に位置づけがなされ

ているものでございます。

１の制度の概要でありますが、（１）の目的と

いたしましては、2020年の東京オリンピック・

パラリンピック大会におきまして、多くの選手、

あるいは観客の皆様が来訪されるというふうな

ことでありますので、これを契機に地方と、そ

ういう関係者との人的・経済的・文化的な相互

交流を深める、そういうような形で地域の活性

化を推進していこうというものでございます。

（２）のそもそもホストタウンというものが

どういうものかということでありますけれども、

この2020年の東京大会の前後を通じまして、そ

の住民等との交流を促進していこうという地方

公共団体の中で国の登録を受けたものというの

が、ホストタウンというふうなことになります。

どういう方々との交流を想定しているかとい

うことでありますが、（ア）にありますように、

まず、大会に参加する選手、（イ）にありますよ

うに、その参加国・地域の関係者の方々、参加

する方々です。それから、（ウ）にありますよう

に、日本人のオリンピアン・パラリンピアン、

関係国に関係が深い方々ということになります

が、米印にありますように、このホストタウン

に登録されたことがそのまま事前合宿等の誘致

等が約束されるというものではありませんので、

このホストタウンに登録をされるということは、

いわばそういうふうな対象国との話し合いをし

ていく切符を手に入れるというふうなことにな

るかなと思っております。

（３）でありますが、このホストタウンを推

進するための地方財政措置でありますが、関係

府省庁による支援制度等も含まれているようで

ございますけれども、あわせまして、交流等に

必要な経費に対しまして、特別交付税の措置で

ありますとか、あるいは事前合宿等のために必

要不可欠な競技施設の改修等が出てくる場合に

は、地方債措置等が設けられるというふうなこ
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とになっておりますので、そういった意味での

支援があるということでございます。

２の登録の状況であります。これまで２回の

登録が行われておりまして、第一次、ことしの

１月でしたけれども、本県ではドイツを相手国

といたしまして、県、宮崎市、延岡市、小林市

が登録をされております。

それから、第二次がことしの６月でありまし

たけれども、イタリアを相手国といたしまして、

県、宮崎市、西都市が登録をされております。

全国では、この２回の登録の手続の中で91件

というふうな状況でございます。

実際には、この登録、まだ第三次、第四次と

いうふうなところで国のほうが考えておるよう

でございますので、そういったところに向けて、

関心のある市町村と一緒に取り組んでまいりた

いというふうに考えておりまして、３にありま

すように、市町村との連携・協力というふうな

ことで、ことし２月、それから、10月に市町村

向けの説明会、あるいは国の担当の方をお迎え

しまして、個別の相談会といったようなものも

実施をしたところでございます。

国のほうでは、今月中でおおよそ３回目の登

録の手続をしたいというような意向であります

ので、関心のある市町村と一緒になって、ここ

に何とか登録できるように取り組んでまいりた

い、それから、その後の交流活動等についての

検討も当然必要になってまいりますが、これに

ついては、これから詰めてまいりたいというふ

うに思っております。

私からは以上でございます。

○田口委員長 ありがとうございました。執行

部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら発言をお願い

いたします。

○黒木委員 一番最初説明がありましたフード

ビジネス課から出た中で、インターンシップが

何度か出てきましたけれども、これは、今、宮

崎県内でどのような規模で行われているのか、

現状について教えていただきたいと思います。

○重黒木フードビジネス推進課長 委員会資料

の３ページにございますインターンシップ事業

について御説明いたします。

四角の中の下から３つ目の四角、「短期インタ

ーンシップ事業」でございますけれども、こち

らにつきましては、今現在、ここの事業でやっ

ているインターンシップにつきましては、平成28

年度、今年度でございますけれども、214名の方

を、県ですとか、あるいは県内企業でインター

ンシップ体験をしたところでございます。

実は、県事業以外でも、別途大学で独自にやっ

ているものもございまして、今申し上げまし

た214名以外にも独自分ということでそれぞれの

大学でやっておりまして、それが大体200名以上

はいるのかなというふうに考えております。

あとは、「中・長期インターンシップ事業」で

すとか、「課題解決型卒業研究テーマ事業」、こ

ういったものにつきましては、今年度、今から

実施するところもございますので、まだ確定し

た数値でございませんけれども、「中・長期イン

ターンシップ事業」につきましては、一応２月

ぐらいに予定しておりまして、これについては20

名程度の参加を募集していきたいというふうに

考えております。

あと、「課題解決型卒業研究テーマ事業」につ

きましては、今年度、４大学23件で実施してい

るところでございまして、これも、今後、各企

業と学生がいろいろ取り組みながら事業を実施

していくことにしております。

○黒木委員 これ県外と県内の大学はどれぐら
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いあったんでしょうか。

○重黒木フードビジネス推進課長 今申し上げ

たものは全て県内企業を対象にしたものでござ

います。県内大学が県内の企業にやっている事

業でございます。

済みません。失礼しました。県外大学からも

参加をいただいておりまして、先ほど申し上げ

ましたように、27年度の話になりますけれども、

県内大学から参加されている学生さんは66名、

県外大学が16名、学生さん合計で82名が行政へ

のインターンシップということでございます。

あと民間事業所へのインターンシップは別途136

名が参加しているということでございます。こ

ちらのほうは、県内、県外の内訳はちょっとはっ

きりわかりませんけれども、恐らく県内が多い

んだろうとは思っております。

○黒木委員 これが、雇用に結びついたという

実績はどれぐらいあるものでしょうか。

○重黒木フードビジネス推進課長 実は、県内

インターンシップが直接雇用に結びついたかど

うかというのは、現在のところしっかり把握が

できておりません。ただ、企業の皆さんからは、

まず、県内企業に就職してもらうためには、県

内の企業の実態を知ってもらうことが大切だと

いうことで、そういった意味で事業を実施して

いるというところでございます。

○黒木委員 何日か前、三重県伊賀市のモクモ

ク手作りファームというところに行きましたら、

雇用をどうやっているのかと聞いたら、インタ

ーンシップを積極的に受け入れて、それが雇用

の確保につながっているという話を聞いたもの

ですから、宮崎の状況についてお伺いしたとい

うことでした。

○髙橋委員 関連でお尋ねしますが、そのイン

ターンシップが本当大事な取り組みだと思うん

です。せんだって、私ども会派で都城に調査に

行きまして、霧島工業クラブでいろいろ勉強さ

せてもらいましたが、実際にその企業に行って、

その企業を知らないとミスマッチが起きるとい

うことで、本当大事な取り組みだということで、

このインターンシップを受け入れるときに、交

通費、こういったところを賄っている企業もあ

るというふうに聞いたのですが、どのぐらいの

ものなんでしょう。もしつかんでいらっしゃれ

ば。

○重黒木フードビジネス推進課長 申しわけあ

りません。各企業がどの程度交通費等負担して

いるかというのはちょっと把握はしていない状

況です。本県でやっているこの事業でそういっ

た助成措置も特段設けてはおりません。交通費

等は基本的に学生さんが自費でやっているとい

うことでございます。

○髙橋委員 出しているところは何か昼飯まで

出しているようなところもあるという話をされ

て、ここはちょっと人材をしっかりとるために

は、こういった取り組みを一方では考えること

も必要じゃないかなと思って。これは、もちろ

ん学校側としっかり緻密に協議して、学校側も

しっかりとした人材を、しっかりインターンシッ

プに参加させるということも大事ですから、そ

ういった積みはすべきであって、これ考えてお

く取り組みじゃないかなと思いました。

○重黒木フードビジネス推進課長 県内就職を

促進するためには、このインターンシップ事業、

非常に重要な事業だと思っております。我々も

毎年度事業を実施するに当たって、各企業等を

訪問したりとかして、事業の掘り起こしをやる

んですけれども、その中で、委員御提案のあり

ましたような、より学生がインターンシップが

受けやすいような環境づくり、こういったもの
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についても努めていきたいと思っております。

○髙橋委員 もう一点、こういった霧島工業ク

ラブとかいろんな、もちろん行政もそうなんで

しょうけれども、企業説明会をするじゃないで

すか。企業説明会に肝心な企業が来ないという

ところもあって、つかんでいらっしゃれば、そ

れでお話しいただきたいんですけれども、やっ

ぱり今、県内から人材を集めようという機運が

あるのに、説明会に来なければ話にならないで

すよね。そして、あんまり企業名は伏せておき

ますけれども、私たちからすれば、地元枠があっ

ていいような企業なのに、もうそういったとこ

ろがフリーだとか、そういったところをしっか

り把握されて、何かそういうアプローチを行政

側からやっていらっしゃるのか、そういったと

ころを伺いたいと思います。

○重黒木フードビジネス推進課長 県内企業の

就職説明会といったものにつきましては、労働

部門でやっておりますので、ちょっと私のほう

ですぐ把握できる数字はございませんけれども、

我々が、大学独自で県内企業を呼んで説明会を

するということがございます。そういったとこ

ろで、各大学の皆さんに積極的に県内企業にお

声かけしていただきたいということと、県内企

業も日ごろからなかなか大学の就職担当課とお

つき合いすることはないということですので、

県内企業の方々と大学との橋渡し、こういった

ものもちょっと冒頭説明しました、産業人財育

成プラットフォームの中でワーキンググループ

を設けていますので、その中でどういった取り

組みができるのかを考えていきながら、企業に

とっても、大学にとっても、学生にとっても、

一番いい形、一番いいコーディネートの仕方が

どうあるべきかというのをちょっと考えていき

たいというふうに思っております。

○髙橋委員 やっぱり今、地方創生で雇用をしっ

かり重きを置いて取り組んでいるわけですよね。

せめて、もうかっている企業は、地元枠はある

程度求める、そういう姿勢を私は欲しいなと思っ

て、それはやっぱり強く行政からもいろいろア

プローチをしていただきたいと思います。

○中野委員 このインターンシップ、これの促

進とか書いてある。インターンシップなんて始

めて20年以上、それ以上になるわけ。この予算

は商工観光労働部で持っているわけでしょう。

そこどうですか。

○重黒木フードビジネス推進課長 商工観光労

働部と総合政策部で役割分担をしております。

中野委員御指摘のように、企業に対する直接的

なアプローチは主に商工観光労働部のほうで

やっておりまして、我々のこの事業では、大学

が連携してつくっております高等教育コンソー

シアムという組織がございまして、そこに委託

をいたしまして、その中にその高等教育コンソ

ーシアムのほうで商工観光労働部のほうが委託

している経営者協会ですとか商工団体ですとか、

あるいは行政機関とか、そういったところにア

プローチをかけながら、連携してやるというふ

うな形でとらさせていただいております。

○中野委員 永山部長も一緒、続きみたいな話

だけれども、これは、もうインターンシップと

いうのは、本当は、20年になって、今はどうい

うふうになったか、どれだけふえたかという話

じゃないと、そういうふうに新しい大学の連携

といったらいいけれども、じゃあ、インターン

シップの充実とか、そこ辺になったらどっちが

主管課になるのというようなことを言えば、い

や、予算持っている商工観光労働部ですわ、と

いう話になったり。だから、私は、インターン

シップというのは、もうどれぐらい今やったか
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とか、そこ辺の今から始めるような説明だけれ

ども、それは、やっぱりもう工業クラブとかい

ろんな、１件１件回って、インターンシップと

かどうのこうのって、中身の今説明があったけ

れども、部長、私、今ごろそんな話かな、と思っ

て聞いていたんだけれども。

○永山総合政策部長 委員おっしゃるとおり、

インターンシップ、長い間かけてやってきてい

ます。

一時期は、受け入れる企業が限られていると

か、さまざまな課題があったと思いますけれど

も、その中でやっぱりインターンシップの重要

性というのは、学生側も大学も企業も、特に、

最近になって企業側が必要性というのは随分強

く認識するようになってきているということで

ございまして、もちろん数をふやしていくこと

もありますけれども、この資料の中にあります

ように、中・長期のインターンシップで課題を

与えて、その企業の中で単にお客さんとして学

ぶのではなくて、主体的に学ぶことで、企業を

よりよく知るとか、働くことの意義を知るとい

うところに、少しずつレベルアップはしてきて

いるんではないかなというふうには思っていま

す。

先ほど説明しましたけれども、我々総合政策

部としては大学側との連携、そして、商工観光

労働部が企業団体との連携ということで、それ

がうまくマッチングをして、いい企業にしっか

り生徒が入っていけるようにというふうなとこ

ろに取り組んでいるというところでございます。

○中野委員 実態は、今部長が話すようなそん

なんじゃないわけ。要は、そこに行って実習し

て、工場の中で見て、最終的には、部長が言う

ような高度な考え方だろうけれども、実際イン

ターンシップというのは、その１週間とかそれ

ぐらいの中でいかに、そこの工場に行って実習

するか、雰囲気を見るかというぐらいの話で、

要はやっぱり就職する、希望する人が全員が入

れるとかいうぐらいで、ぜひ頑張ってください。

○渡辺委員 済みません、学校政策課のほうの

学校教育におけるグローバル人材育成の観点で

すが、まず、海外留学の促進というふうに、２

の（３）のところでありますけれども、これは

ちょっともう一つイメージがわかないんですが、

宮崎で高校を卒業後、すぐに海外の学校等に進

学する生徒さんがどのぐらいいて、また、県立

高校、私立高校も含めてでも結構ですけれども、

高校の在学中に夏休みの間にちょっと行くとか

というのではなくて、学校の授業があっている

期間も含んだような留学をするお子さんたちと

いうのは、実態としてはどの程度いるものでしょ

うか。

○飯干学校政策課長 まず、教育委員会でやっ

ていますのは、在学中の留学促進ということで、

国のやっております事業にのって、本県のほう

で短期留学促進ということでやっているんです

が、今言われました留学生、本年度、長期、短

期合わせまして11名の生徒が行っております。

昨年度５名とか、そういうふうになっておりま

す。そのための補助というのを今、県のほうで

やっているんですけれども、大学生になって行

くというのは、大学生から夏休みに行ったりと

か、そういうことであると思いますので、今の

ところ、うちではっきり数の把握はしておりま

せん。

○重黒木フードビジネス推進課長 フードビジ

ネス課のほうで大学のほうの多少数字を把握し

ておりますので申し上げます。

大学生で海外留学に行ってらっしゃる方、こ

れは個人的に行くものではなくて、大学の提携
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といいますか、大学の中で一応派遣留学生扱い

になっている数字でございます。宮崎大学しか

把握しておりませんけれども、昨年度の数字で

すけれども、宮崎大学が、151名の方が派遣留学

で留学しているということでございます。

○渡辺委員 教育委員会のほうですが、という

ことは、この資料に載っている全県立高校等に

配置した留学支援担当者というのが、高校に在

学中の留学を支援するための方ということにな

るんですか。例えば、高校を卒業して、入試の

時期もいろいろあるかもしれませんが、最初か

ら海外の大学に進学を希望している高校３年生

の実態みたいなのは、教育委員会としては把握

がない、実績でもいいですけれども。

○飯干学校政策課長 この配置しています留学

支援担当者というのは、海外留学はこんなシス

テムがあるよとか、そういう、生徒の相談に乗っ

ていく上で、相談を受けて、県でやっている短

期留学支援等のシステムを生徒に説明したりと

か、そういうことをする担当でございまして、

じゃあ、実際に、海外の大学に行くというのは

本人の希望で、受験のときに担任等でも指導し

ているものというふうになっています。

○渡辺委員 じゃあ、在学中の留学の促進事業

をやっていて、実際に高校、しかし、県内で11

名というのは、かなり規模としては、一部の方

ということになるかと思うんですが、それは、

推進してきて、数は少しはふえていっていると

いう理解でいいんですか。

○飯干学校政策課長 国のほうで全国的に1,300

人程度の短期留学の補助を出すと。本県では、

それにのっとって、短期留学の生徒を、短期で

すが15名の２プログロム、30名を募集しており

ますけれども、その中で、ことしが、その募集

によって集まった生徒がまだ６人と、また後期

でまた６人ぐらい出るんでしょうけれども、こ

の留学ということのよさ、メリットをするため

にも、先ほどの留学支援担当等を県で呼んで、

年間２回の研修を行って、ふやそうという努力

を今しておるところでございます。

留学生自体の数は、この10年間でやっぱりずっ

と一桁という状況、ことし11名ということであ

ります。

○渡辺委員 あと、済みません、細かいですが、

同じぺージに載っている海外からの留学生の受

け入れというのがあります。これが、実態とし

て、どのぐらい宮崎県内にその海外の留学生の

受け入れというのがあるのか。それと、何年間

とは言いませんが、傾向としてそれはふえてい

るのか、大して変わらないのか。

あともう一点、外国語指導助手、ＡＬＴの先

生というのは、昔からいるのはいたかと思うん

ですけれども、それも、こういうグローバル教

育を進めていく中で、数としてふえてきている

のか、その辺は、状況としてはいかがでしょう

か。

○飯干学校政策課長 まず、現在の県立高等学

校の留学生なんですけれども、本年度、県立高

校に２カ月以上留学している生徒がたまたま同

じく11名ということで、全体的な数、経年のと

ころはちょっと把握しておりませんが、大体こ

のような数になっていると思います。

それから、ＡＬＴに関しましては、本年度、

県立のほうで36名、小中学校のほうで98名呼ん

でいますけれども、数は変わっておりません。

このＡＬＴが、授業の補助、週12時間から18時

間授業を補助するわけですが、その中でイベン

ト的な行事にもＡＬＴを呼んで、コミュニケー

ション中心の授業といいますか、外部教育が図

れるように活用しているところでございます。

平成28年11月１日（火曜日）
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○酒匂オールみやざき営業課長 ＪＥＴプログ

ラムを活用いたしまして、こちらに来られてい

るＡＬＴの職員の皆様の数ですが、私ども持っ

ている手元で一番古い数字が平成17年でござい

まして、ＡＬＴが県内全体で80名でございます。

直近で平成27年のＡＬＴの数が65名でございま

す。26年が64名、25年が63名、24年が63名と、

直近では大体このぐらいの数字で推移をしてい

るところでございます。

○渡辺委員 ごめんなさい。不勉強できわまり

ないんですが、僕はＡＬＴの先生というのは全

部ＪＥＴプログラムなのかと思ったんですが、

今の数字のずれは、そうじゃない方もいらっしゃ

るということなんですか。

○飯干学校政策課長 県立のほうで今36名と申

しましたが、市町村のほうは民間のほうで受け

入れているという状況だと思います。

○渡辺委員 スーパーグローバルハイスクール

ですけれども、これは、指定されたのはもう何

年か前だったと記憶があるんですけれども、そ

の後、大宮高校と五ヶ瀬中等教育学校、いろん

なプログラムをやられているんでしょうけれど

も、卒業していく生徒さんたちが、県教育委員

会としても意識しているようなそのグローバル

人材に、ここでいうグローバル人材というのは、

ほかの部門でいう、宮崎の利益に直結するよう

なグローバルというものとはちょっと違う意味

合いだと思いますが、出ていかれる生徒さんた

ちのやっぱり進学先であったりとか、かなりそ

の前の段階との変化が一定出てきていたりする

のか、その辺を教育委員会としてはどんなふう

に分析していらっしゃいますか。

○飯干学校政策課長 中等教育学校が第１期の

指定で、指定が５年間なんですけれども、これ

は平成26年度からになります。大宮高校が、次

の指定で平成27年度からになっておりまして、

今ちょうどそういう研修、ＳＧＨ事業を展開し

ているところで、※卒業生がまだ出ておりません

ので、今後また取り組んでいくということにな

ると思います。

○渡辺委員 わかりました。ありがとうござい

ました。

○飯干学校政策課長 ちょっと訂正します。五ヶ

瀬の卒業生で１期生が出ているということで、

先日ありましたイタリアでスピーチをしたりと

か、アメリカ留学をしている生徒がいるという

ことでございます。

○渡辺委員 わかりました。

○酒匂オールみやざき営業課長 先ほどのＪＥ

ＴとノンＪＥＴの数でございます。平成28年４

月１日現在の数字で、ＪＥＴプログラムで来ら

れているＡＬＴの方が65名、ＪＥＴプログラム

を使わずに来られている方が、採用者が地元の

方、民間のあっせん等を受けて雇用されている

方が67名の合わせて、ＡＬＴ全体で132名という

ふうに把握をしているところでございます。

○図師委員 最初のフードビジネス推進課のほ

うに戻るんですが、そもそもこのインターンシッ

プなり大学との連携ということで、それを推進

していくのはわかるんですが、これはフードビ

ジネス推進課がする意味というか、なぜフード

ビジネス推進課がこれを担当しなきゃいけない

のか、フードビジネス推進課としてどこに包括

してこの事業に取り組んでいるのかをちょっと

教えてください。

○重黒木フードビジネス推進課長 フードビジ

ネス推進課の業務、大きく２つございまして、

一つは、いわゆるフードビジネス食品加工等の

推進です。もう一つの柱が、産学官連携の推進

※このページ右段に訂正発言あり
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というのをやっておりまして、そういう意味で、

大学と連携して、さまざまな取り組みをやって

いくという流れの中で、産業人財の育成、イン

ターンシップの取り組み、これも大学側の窓口

となって、今一緒になって推進している体制に

なっているところでございます。

○図師委員 じゃあ、このフードビジネスとい

うところに特にリンクするわけではなくという、

そういう役割が本当にフードビジネス推進課に

はあるということなんですね。

○重黒木フードビジネス推進課長 そういうこ

とでございます。

○図師委員 わかりました。じゃあ、次、学校

政策課なんですが、グローバル人材の育成は非

常にいいとは思うんですが、育成したこの方々

が、結果、県外に羽ばたきっ放しになっては何

の意味もなくて、そういう有能な人材がまた県

内に帰ってきてもらう、県内で能力を発揮して

もらうためのストーリーはあるんですか。

○飯干学校政策課長 今、そういう海外留学と

か、そういったＡＬＴの活用で下積みをしてい

るという取り組みをしておりますけれども、そ

の子たちが、じゃあ、卒業して、大学に行って、

帰ってくるというスタンスというのが、はっき

りしたものはないんですが、ただ一つだけ、「ワ

ールドキャンプ ｉｎ ｈｉｎａｔａ」という

のをＡＬＴを使ったりして、高校生を40名呼ん

で夏にキャンプを行ったんですが、その中で、

アンケートを幾つかとっているんですけれども、

キャンプの前よりも、世界の人に伝えたい宮崎

のよさを知ったというふうなアンケートがあり

ますので、一旦出たとしても、宮崎のよさを知っ

たというのはありますから、また帰ってくると

いう可能性もあると思います。

○重黒木フードビジネス推進課長 関連して、

県外に出た学生をいかに県内の就職に呼び戻し

ていくかという取り組みにつきましては、委員

会資料の２ページでございますけれども、産業

人財育成プラットフォームの主要な役割の一つ

ではないかというふうに考えております。

そういったことで、今、産学官労金と連携し

まして、３ページの事業等をやっておるところ

ですけれども、そういった中で、県内の大学生

の県内就職率、あるいは県外に出た学生をいか

に県内の企業に就職で呼び戻すか、そういった

取り組みも検討していますので、まだ、具体的

な成果ですとか、具体的にこういってやってい

くといったものまでではございませんけれども、

このプラットフォームの中でしっかり検討を進

めていきたいというふうに考えております。

○図師委員 それであればといいますか、じゃ

あ、インターンシップの今の事業と、このグロ

ーバル人材の事業がまだつながっていないです

よね。これをつなげた上で動き出すというのが、

私は理想的なんだろうなと思いますし、このグ

ローバル人材の育成についても、ただ、どうぞ、

グローバルになってください、だけではなくて、

あなたたちは、県の財産なんですよというとこ

ろを最初から意識づけさせて、例えば、県が今

後、インバウンド対策の新たな事業を打つとき

の担当者になってもらう可能性もありますよと

か、全てグローバルの人材の方が宮崎の就職と

いうのはあり得ないかもしれませんが、今後、

宮崎の戦略として、例えばジェトロとかジャイ

カのような、そういう機能を県の中にも一つつ

くることがあれば、皆さんたちはぜひそこに帰っ

てきてくださいよとか、海外に展開している県

事務所の職員として、皆さんたちは十分能力が

発揮されるような県のポストもあるんですよと

か、そういうところからスタートしていく、そ

平成28年11月１日（火曜日）
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して、帰ってきてもらうような準備もできてい

ますよというようなのが、私は必要じゃないの

かなと思いますが、いかがでしょう。

○重黒木フードビジネス推進課長 大変重要な

御指摘だと思います。おっしゃるとおりでござ

います。

まず、県内にいらっしゃる小中高校生の段階

から、県内で働くことの意義、こういったもの

を教育委員会等とも連携しながら、そういった

意識づくり、意識啓発を努めてまいりたいとい

うふうに考えております。

それと、委員会資料の３ページにございます、

「グローバル人材育成事業」ですとか、あるい

は「トビタテ留学ＪＡＰＡＮ地域人材コース」、

こういったものが、グローバル人材の育成に取

り組む事業ということになっております。

まだ、人数は少ないんですけれども、前提と

しましては、県内の企業に就職するという学生

さんを前提に事業展開することとしておりまし

て、まず、県内の企業でしっかりインターンシッ

プをやってもらって、県内企業が今後グローバ

ルに展開するに当たってのいろんな課題、それ

を企業の方々と一緒に勉強してもらって、その

上で海外でインターンシップするなり、海外の

大学等で留学してもらうなりと、そういった取

り組みをやっているところでございますので、

そういったものを進めながら、しっかりとグロ

ーバル人材を県内企業に定着させるという取り

組みを進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。

○飯干学校政策課長 図師委員がおっしゃると

おりで、グローバル人材が出ていった後にどう

やってするかというのは、教育委員会としても

う少しやっぱり考える必要があるというふうに

思います。

我々としては、宮崎のよさを知るという事業、

取り組みを小中高でやっておりまして、グロー

バル人材とは違うんですが、インターンシップ

等、保護者や生徒、教員も含めてたくさんの企

業を見るという事業を今、「見る、知る、体験す

る！」という事業でやっておりますので、それ

も並行してやりながら、宮崎の企業のよさを知っ

てもらうということはやっております。

○中野委員 そもそもこのグローバル人材とい

うのが教育委員会に出てきて、私、グローバル

人材というのはどういう定義かなと言ったら

はっきり言えなかった。今、このグローバル人

材というのは、どういうふうに定義しているわ

けですか。

○飯干学校政策課長 結局、端的に言いますと、

国際化に対応する人材ということだと思います。

ただ、今もう日本も世界と共生しながら進む

社会になってきて、日本人としての意識、誇り

を持ちながら、広い視野に立って培われる教養

と専門性、異なる言語とか文化、価値を乗り越

えて関係を構築する、そういったコミュニケー

ション能力を育成する、協調性とか、そういっ

たことがやっぱりグローバル人材の育成という

ことになると考えております。

○中野委員 いろいろとり方があるでしょうけ

れども、今、課長が説明したようなことを、じゃ

あ、どうやって教えるか。１週間、２週間のい

ろいろ、そういう、学校で指定したりしている

けれども、私は、グローバル人材ってやっぱり

何かというと、やっぱり職業観で決まるんでは

ないかなと思っているんです。他国をまたがっ

て頑張っている人とか、国際弁護士とか、私は

そこら辺の人のことをグローバル人材かなと

思って、ただ国内でいろんな経済について評論

したりやっている人、国内だけでやっている人
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をやっぱりグローバル人材というのか、そこを

まずはっきりしないことには、あの中身がこん

なにぼけでくると私は思っている。部長の考え

るグローバル人材とは何ですか。

○永山総合政策部長 グローバル人材というの

は、このグローバル社会というのは避けて通れ

ないというか、恐らく国境というのはますます

低くなってくると。それは、経済的なところだ

けではなく、文化交流であったり、さまざまな

面があると思いますから、このグローバリゼー

ションの中にしっかりと対応できる人材という

のがグローバル人材だろうというふうに思いま

す。それをどうやって育てていくか、なかなか

答えはないと思うんですけれども、やっぱりこ

の教育委員会の資料にありますとおり、日本の

文化、伝統についてしっかり知るということ、

相手国の持っているものについてしっかり知れ

る、そして、コミュニケーションができる力を

持つこと、それが基本的にはベースになるので

はないかなというふうに思います。

やっぱり私自身は、九経連の麻生会長がよく

言われる話ですけれども、「世界中の人口の一、

二％としかコミュニケーションができない、会

話ができないでそんな寂しいことってないです

よね。もっともっと多くの人と話ができるよう

になるべきですよね」と話をされますけれども、

基本的にやっぱりそういう会話をする能力がそ

の後のいろんな交流を支えるんではないかなと、

ベースはやっぱり会話能力に一つはあるんでは

ないかなというふうには理解はしています。

○中野委員 要はそういうこと、それも含めて

グローバル人材。

でも、私は、今、世界中の人、コミュニケー

ションができないとか、これは、やっぱり例え

ば一所懸命になってドクターになった、じゃあ、

グローバル人材か、やっぱり、職業によってあ

る程度限定されるかなと。

だから、私に言わせると、ある意味では、やっ

ぱり今、小学校、中学校とか高校で、職業によっ

て決まるわけです。やっぱりそのためには語学

力をまずしっかりつけるとか、私はそんなのは、

高校生でどういう職業観によるかで決まる話で、

逆にどんな世界観があるよというのを、高校と

か中学時代で教えることによって、じゃあ、自

分はこっちに向いていこうとかいう話の中で、

そういう職業決まるわけで、まず、私は英語、

語学、今、ちょっと私も孫とか、たまたま一緒

に住んでおって、みんな英会話に行っておるん

です。それで、簡単な英語は、結局、外国人が

教えているのとはもう全く違うです。だから、

宮崎の先生というのは、結構、英語の検定は、

ＴＯＥＩＣとか高い人を知っているわけで、やっ

ぱり郷土の歴史歴史って、それは、内なる知識

であって、それがどれぐらい海外行ったときな

るかというと、私は、そんなのは、グローバル

人材のもう基本的な教養です。だから、私は義

務教育をしっかり頑張ってくれとか言っている

わけで、そんなのはもう義務教育の中で学ばせ

るわけで、そのために、特定に学ばせるという

話じゃない。

だから、話を聞いていると、私の考えている

実態のグローバル化と何か違うわけです。理想

ばっかり言っているような気がして。だから、

今、日本でも、海外に留学生が少なくなったと

か、海外生が日本に来なくなったとか、いろん

な今出ている。その中で、やっぱりグローバル

人材をどうするかという話の中で、私は、小学

校、中学校でグローバル人材というのを見てい

て、皆さんが言っているそういう話がどこまで

現実的な話かなと、私はそう思う。
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それと、私はやっぱり考えている。大学を出

て、学んだことは、社会に行って余り、何が役

立つかなと思う。逆に役立っている話がない。

今、私は、例えば、子供が大学に行くとすれ

ば、例えば、宮崎産業経営大学、宮崎公立大学、

そういうのが４年制、じゃあ、宮崎公立大学で

４年過ごすか、あるいは外国の姉妹校を結んで、

例えば、１年そこに留学して、それを帰ってき

て４年生として卒業するとか、外国に行って、

２年２年お互いに単位とって卒業できるかとか、

私は、そんなのは一番、英語力なんて本当簡単

につけられるわけ、やっぱり語学力です、グロ

ーバル人材というからには。そういうシステム

というのか、今、立命館大学が例えば大分に来

たりとか海外とやっているけれども、そういう

のはないんですか。私はそこ辺をやっぱりやる

のが早い道というか、自分の職業観で行くわけ

で。

○永山総合政策部長 県内の各大学もそれぞれ

連携をしている海外の大学と協定のもとに相互

の留学等の認め合う、単位を互換する、そうい

うふうな取り組みは進めております。そういう

中で、それぞれグローバルな人材を育成してい

く、あるいは、みずからの大学の魅力アップと

いう観点からも、そういうふうな取り組みはやっ

ているだろうというふうに思います。

グローバルの人材を育てるというのは、どう

いう人材を育てるか、本当に曖昧な部分はある

と思うんですけれども、やっぱり、小中学校の

段階でやるべき海外への関心であったり、そう

いうことをしっかり身につけた上、高校、大学

とそれぞれバージョンアップをしていくという

ことが必要になるんじゃないかなというふうに

思っています。

私としては、宮崎においてもグローバルにや

るべき仕事はたくさんあると思いますから、宮

崎の企業においても、グローバルな戦いをしっ

かりやってくれるような人材、そういう人材を

育てていきないなと。そのためにも、こういう

ＭＢＡとかプラットフォームというところで、

しっかりそういう理念を持ってやっていきたい

というふうに思っております。

○中野委員 だから、結構、県内でも東南アジ

アに行ったり、活躍している人、こういう人も

グローバルの範疇に入れるということね、段階

あるけれども。やっぱりもうちょっと現実的に、

まずしっかり義務教育の学力をつくることで

しょう。私も見ているけれども、小学校で職業

観なんて言っているけれども、ただ何か見て何

になりたいと言っているぐらいの話で、今、子

供はゲームばっかりしている。

それで、私は、今、本当、海外、東アジアな

んか、外国だと考えたら、それこそもう時代お

くれだと思っておるわけです。だから、あんま

り東アジアに行っているからといってグローバ

ル人材とは思わんけれども。もう本当北海道よ

りも近いわけで、そういう中でやっぱりいろん

な交流をすること、だから、最初は、行政が行っ

たり来たりして。

だから、やっぱり県が行くでも、行政が行け

ば、例えば行政になる。じゃあ、向こうの民間

に行けばどうなるかとか、民間の交流があるわ

け。

それで、４ページ、市町村や関係機関が実施

する交流事業に対する支援や助言、これは例え

ば（「６ページですね」と呼ぶ者あり）６ページ、

ごめんなさい。これ、本当、市町村がやるとき

は、いわゆる事業室つくればいいわけ。あんま

り自分のことを言っては悪いけれども、本当、

台湾から音楽交流が来たいって受け入れてやっ
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ている、そんなやつには何もないわけ。だから、

これを、市町村、関係機関というから、やっぱ

り、ある程度、行政がそういう地ならしして、

民間の交流に対して支援しないと輪が広がらん

よ、この関係機関とどういうふうにとるかだけ

れども、これ行政ばっかりやっているだけで、

ただ行って、やれ、市長同士が会った、知事が

会った、そこから先に、その市長が、どれだけ

送ってくれたと、そんな話、実績がとれるかと

いうと、何かやっぱり、それは、行政が最初の

きっかけをつくった後、民間支援をしないと、

本当、行政だって、３年ぐらいたったらみんな

担当もかわるわけだから。

今、みんなのところの職員なんかは、香港と

か東アジアなんかは本当にまだ行っていない人

も多いやろう。まず、外国に担当やら行かせて

みたり、聞かせないことには、行ったことのな

い、１回、２回行った人がいろんな計画をつく

るというのは、あんまり現実に全然沿っていな

い。もうちょっと支援策を、何でも、そう来た

ときにはすること、行政同士だけでやっていて

何も広がんよ、言っておくけれども。

それと、話変わりますけれども、部長、韓国

のソウル市長、次大統領候補だとか言われた人、

あの人は、日本の慰安婦像、これの先頭の人だっ

た。こんな人が交流、どうなるのかと、そっち

とこっちは別ですよという話かもわからんけれ

ども、そういう人だった。これ話は別だけれど

も。ぜひもうちょっと現実を見ながら、行政が

打ちましたって、じゃあ、何ができて、何が結

果で出たかということで、担当がかわるといろ

んな案が出るけれども、やっぱりこれまでの、

結局は形を変えてやるぐらいの話。そういうこ

とで、ぜひもうちょっと現実的な取り組みをお

願いします。

○永山総合政策部長 十分な取り組みかどうか

は、いろんな考え方もあるし、まだまだ足りな

い点がたくさんあると思いますが、例えば、台

湾塾を通じて農業関係がかなり深まりました。

あるいは農政分野ですけれども、ベトナムのナ

ムディン省と相当深まってきている。これは、

政府間、地方公共団体間というだけではなく、

農業をどうするかというふうな議論もやってい

るところでございまして、おっしゃるとおり、

民間をしっかり巻き込んだ形での実質的な交流

が盛んになるように、今後も努力をしていきた

いというふうに思います。

○中野委員 ちゃんと予算をつけてください。

○蓬原委員 ちょっと実積について伺います。

きょうは、海外経済戦略対策特別委員会です

ので、そこから逸脱しないようにいきたいと思

いますが、要は、きょうは、そのための人材と

いうことに絞って御説明いただいて、今議論し

ているわけですけれども、要は、宮崎県として

海外に展開するに当たって、そのためには、企

業は人なりと言いますから、いい人材を集めて、

そして、それによって、一言でいえば、企業の

体力を強くして、海外に強く打っていける、そ

のためには、グローバル人材が必要だよと、そ

ういうことなんだろうというふうに思います。

しかも、高校生の場合でしたか、全国ワースト

ワン、54％しか定着しないと。これは、地方創

生の根幹にもかかわる問題なので、宮崎の高校、

大学からその人材を集めようではないかと、そ

のためにインターンシップをやろうよと、こう

いうことだろうと思うんですが、実績で言った

のは、ことし大体もう就職は決定、内定してい

るようですけれども、本県の企業がことし出し

た求人数と、それの決定状況、県内の企業に就

職しますといった割合は、今、非常に人材不足
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で、有効求人倍率1.29とかかなり上がってきて

いますが、そこの充足率という見方ですればど

うなんでしょうか。だから、もし企業が十分足

りているのであれば、インターンシップをする

動機もなくなるだろうし、その実績をちょっと

教えていただきたい。

○田口委員長 ちょっと所管が違うけれども、

答えられますか。

○蓬原委員 そこは、ここではわかりませんか。

○飯干学校政策課長 具体的な数がちょっとこ

こに手持ちがないんですけれども、９月段階で

県内就職希望者ですが、その前に一つ、本県の

場合、先ほど言われました54％というのは、こ

としの卒業者に対して就職した子供たちが30％、

これは、割合でいきますと、全国では５番目に

高い、すなわち、割とたくさんの子たちが就職

していると。もちろん高校の就職の比が５対５

というのもあるわけですが、その30％の中の54

％が県内ということで低い、もちろん全国平均

が81％ですから低いということになっておりま

す。

ただ、ことしの９月の状況を見ますと、就職

希望者数が全体で2,257名なんですけれども、県

内が1,251名で、昨年度と比較して、県内希望者

が2.2％ふえております。これは、やはり、そう

いった努力、県内の企業を紹介とかいう努力が

あるというふうに考えております。

全体の求人数ですが、済みません、今、はっ

きりした数字を持っていませんので。

○蓬原委員 ですから、私が知りたかったのは、

企業側から見て、自分たちはこれだけの人材が

欲しいと、企業は投資したいと、それに対して

の充足率はどうなのかという、こっち側からの

見方では、担当課はいらっしゃらないけれども、

商工観光労働部がお見えなので、そのあたりの

数字はつかんでおらないのかな、実態を。

というのは、私がなぜこれ聞くかというと、

これは、インターンシップがあるじゃないです

か。インターンシップというのは、要するに、

自分たちの企業側からそういう場所を提供して、

学生に来てもらって体験をしてもらうわけです

よね。十分足りていれば、企業側は、それに対

するニーズというか、要求というのがないんじゃ

ないかなという気がしたので、そこのデータを

ちょっと知りたいなと思ったんです。

○武田観光経済交流局長 今の県の企業の求人

数、それから、充足数については、労働政策課

のほうで把握しているんですが、きょうはちょっ

と出席をしておりませんので、後ほど必要なデ

ータについてはちょっと提供させていただきた

いというふうに思います。

○蓬原委員 データとしてはちょっと横道にそ

れた部分もあるので、また後日、何かそのあた

りのデータがあったら、また、つかんでいない

と私はいかんと思うんですけれども、企業側か

ら見たときの就職の充足の割合というか、その

あたりをちょっと。

○永山総合政策部長 今、局長が答えたとおり、

データについてはちょっと今手持ちがありませ

んので、また御報告させていただきますが、こ

としの企業等から聞いている話によりますと、

やはり、東京での求人とか相当ふえてきている

と。人手不足感が相当あって、県内企業におい

て十分な人が確保できていないという話は、そ

れぞれの企業、団体等から聞いているところで

ございます。かなり情勢的には厳しくなってき

ていると。したがって、企業側からすれば、県

内の高校生、大学生に対してアピールをする、

あるいはインターンシップを受け入れる、そう

いうふうなニーズは今後も高まっていくのでは
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ないかというふうに考えております。

○中野委員 県外就職、ワーストワン、これは

今まで６・４で大体４が県外に出ていたけれど

も、３になってもワーストワンになったという

ことは、いかに有効求人倍率が見て、きょう、

何か、都城市に誘致企業に行ったら、宮崎は有

効求人倍率が低いから、まだ人材おるよという

話。しかし、これ、私もいろいろ考えるんだけ

れども、なので、これ本当、対策練るには、ま

ず、学校ごとの就職者、県外就職者のアンケー

ト調査、これがどれぐらいあるか、ぜひこの資

料が欲しいんです。それも、きょうの話題でい

いのかな。（発言する者あり）

○田口委員長 これは海外経済戦略対策特別委

員会ですので、ちょっとそこの中で質疑してい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。

○緒嶋委員 「ひなたみやざきビジネスアカデ

ミー」、３ページ、これは、産業人財を育成する

と。これは経済団体、金融機関と連携してとい

うことでありますが、これは、今具体的にどの

ような状況ですか。

○重黒木フードビジネス推進課長 今年度から

始めた取り組みでございますけれども、８月の

時点、このＭＢＡがスタートした時点で、全体

で35の講座を展開することとしております。県

内の商工団体ですとか、あるいは宮崎銀行、太

陽銀行、そういったところと連携して講座を展

開していますので、35プログラムのうち、県が

やるのが24プログラム、残りの11のプログラム

が、商工団体ですとか、金融機関ですとか、そ

ういったところと一緒にやっているというプロ

グラムでございます。

○緒嶋委員 プログラムの種類が多いというの

は、問題は、それをどれだけの人が受講するか

というのが問題なわけです。そこあたりはどう

なんですか。

○重黒木フードビジネス推進課長 今年度予定

しておりますプログラムは、全体で定員数ベー

スでいいますと、約1,200人ちょっとの定員とい

うか、募集をかけているところでございます。

始まったばっかりですので、どれぐらい人が

集まるか、どれぐらい受講いただくのかという

のはちょっとまだわからないところなんですけ

れども、我々が一つ考えておりますのは、この

前、実は、これまで２年間ほど、ＭＦＢＡとい

うことで、「みやざきフードビジネスアカデミー」

というのも展開してきておりました。そこの実

績を見てみますと、定員に対しておおむね９割

ぐらいの方が受講していただいていますので、

それぐらいの数は受講していただけるんではな

いかなということで期待しております。

いずれにしても、県内の団体ですとか、企業

の皆さん方にこの事業を積極的にＰＲして、で

きるだけたくさんの方に受講していただきたい

という努力は重ねていきたいというふうに考え

ております。

○緒嶋委員 これは、基本的には産業人財育成

だから、やっぱりそこあたりを、プログラムが

多ければいいというものではないんじゃないか

なという気がしますので、やっぱりそれに必要

なニーズに合ったプログラムじゃないと、数が

多ければいいというもんじゃないと思いますし、

それが、産業人財育成につながらなければいか

んわけですから、そのあたりを含めて、やっぱ

りこれは継続してずっとやらなくては意味がな

いと思うんですね。これは将来的にどういうふ

うに考えておられますか。

○重黒木フードビジネス推進課長 人財育成の

取り組みですので、委員御指摘のとおり、でき
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るだけ継続してやっていくような形を考えてい

かなければならないというふうに思っておりま

す。

○緒嶋委員 それから、海外との多様な交流の

促進ですが、実際、これは、全体で予算的には

どれぐらい使っておるわけですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 グローバル戦

略におけます海外との連携、多様な交流の促進

というのは、戦略の５に位置づけておるわけで

ございますけれども、その中で掲げております

事業等の経費、私どもの課の事業だけになって

おりますが、6,729万7,000円でございます。平

成28年の予算でございます。

○緒嶋委員 これは、オールみやざき営業課以

外の予算というのは相当あるんじゃないかと思

うんですけれども、それはわからないわけやろ

う。

○酒匂オールみやざき営業課長 私どもが、グ

ローバル戦略関係を組み立てまして、各課に予

算として計上しているものについて取りまとめ

たところでございますが、戦略５につきまして

は、ちょっと該当がないということでございま

す。例えば、こういう海外自治体との連携強化

というものについては、ゼロ予算で取り組んで

いる事業なんかもあるようでございまして、現

時点ではそういう金額になっております。

○緒嶋委員 このように、広く浅くというか、

それぞれ事業があるわけですが、ある程度、一

極集中とはいかなくとも、海外のある地点を拠

点として、そこと交流を深めて、それを広げて

いくというような形じゃないと、これはもう本

当に28年度やったというのを網羅しただけで

あって、これ継続して、こういう事業を、５ペ

ージから６ページにかけていろいろな交流事業

のことが書いてありますが、これはずっと、将

来的にこれを進めていくということですか。こ

れは、たまたま28年度にこういうことがありま

したというふうな形ですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 基本的には、

この資料作成時点で、今年度どのような取り組

みをしているかというものを各課に聞き取りを

しながらまとめたものでございます。こういっ

たものをベースにしながら、交流等は来年度以

降もそれぞれの分野で進めていくことになると

は思っております。

○緒嶋委員 ある程度は、交流を多面的にこの

ようにやることはいいけれども、それが何か表

だけの交流であって、本当に実質的にそのこと

が、宮崎県の経済の海外展開にどれだけ寄与す

るかというような、そういう視点も持ちながら

やらんと、一過性的なことだけをやって、これ

だけやりましたというので本当に成果が上がる

のかどうかという気がしてならないわけですが、

そのあたりはどう認識されていますか。

○酒匂オールみやざき営業課長 委員御指摘の

点も多々あろうかと思います。

今回、章立ての５として、戦略の５として、

先ほどおっしゃいました、県外へ輸出していく、

あるいは海外に展開していく、あるいは観光客

を誘客していく、そういったもろもろの海外戦

略、ビジネス上の戦略を展開する上でベースと

なる交流というのが大変大事だということで、

今回の私どものグローバル戦略には位置づけて

いるところでございます。

こうした幅広い交流がございますけれども、

その中で、例えば先ほど出ておりました台湾塾

につきましても、しっかりとした信頼関係がで

きた上で、じゃあ、ビジネスにも取り組んでい

こうというふうな機運も盛り上がっております

ので、こういった多種多様な交流をベースに、
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委員御指摘のとおり、しっかりとビジネスにそ

れもつなげてまいりたいと考えております。

○緒嶋委員 特に課題の中で、海外自治体との

連携強化というのがあるわけです。それだから、

そこらあたりをどういうふうに位置づけて、ど

こかにある程度、重点的に交流とか提携を強化

していくというふうな一つの視点も持ちながら、

全体的なことも進めていくということじゃない

と、広く浅くというような意味だけで、本当に

それが宮崎県の経済的な発展にもつながるかと

いうことになると、私は余り前進しないんじゃ

ないかなと。やはり、ある程度は集中的に、一

極集中とはいかないまでも、少なくともある程

度、重点的なものを視野に入れながら、交流、

そして、経済的な交流を深めて、宮崎県の産業

の発展に寄与するというふうなことじゃないと、

経済発展に交流するということじゃないと、私

はどうもこういう広く浅くだけでいいのかなと

いう気がしてなりません。

○永山総合政策部長 例示で挙げさせていただ

いているベトナムのナムディン省というのは、

この二、三年の取り組みが少しずつつながりの

強化に来ています。それから、台湾塾の高雄と

は、やっぱりこれも二、三年のつながりが少し

花が開くかなという段階に来ています。それか

ら、ミャンマー、これについては、宮崎大学が

もう数十年にわたって連携を強化してきたとこ

ろが、今、産業界ともつながりができてきたと

いうところで、先ほども指摘がありましたけれ

ども、民間等を中心したものについて、行政が

入ることでもっと強くなるということであると

思いますので、単発でというよりも、これまで

育ててきたものの花をしっかり開かせるという

ところで、フォーカスをしながらやる必要もあ

ると思っています。

また、この中にない文化的なつながり、ある

いはスポーツのつながりで、宮崎県あるいは宮

崎県の市町村と特定の地域がつながっていると

いう例もありますので、それを一層強化するに

はどうしたらいいかということは、これもまた

全庁的に考えていく必要があると。全てについ

て、広く、手広くやって、やれるだけの力はあ

りませんから、おっしゃるとおり、今成果が出

つつあるもの、あるいはこれまで築いてきたも

のをしっかり生かしてという視点でやっていき

たいというふうに思っています。

○緒嶋委員 やはりそういう視点は、ある程度、

そういうところを重点的にやっておるというよ

うなものが、目に見えてあったほうがいいんじゃ

ないかなと思うんです、並べるだけじゃなくて。

ここは、今言われたようなふうに、将来にわたっ

てやっぱり夢があるというか、希望があるもの

については重点的にやるというような、そうい

う視点を強力にやっぱり打ち出すべきじゃない

かという思いがありますので、ぜひ一考を願い

たいというふうに思います。

それと、成果の中で、県民の出国率、このパ

ーセントというのは、わかったようでわからな

いわけですよね。人数は何人かという、我々は、

実数がわからなければ、パーセントというのが

なかなか、教育委員会もパーセントが好きなわ

けだが、はっきりわからないんです。これは、

人数はどうですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 人数で申し上

げますと、まず、出国者数なんですけれども、

これは、パスポートの発行地が宮崎県という形

で宮崎県を特定しております。例えば、鹿児島

県の方がたまたま宮崎県で、たまたまはなかな

かないんですけれども、宮崎県でパスポートを

とっても、居住地が県外であっても宮崎県とい
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うふうにカウントされます。そういった意味で

の宮崎県なんですけれども、また、出国者数も

１人の方が複数回、例えば、３回出国しても３

人というふうに計算するということで、実人数

とは違うということは御了解いただきたいと思

いますが、その上で、平成27年の分子のほうに

なります出国者数は４万3,444人でございまし

た。１年前の平成26年が４万8,879人で、5,435

人の減になっております。それを５％目標で掲

げておりますのが、例えば、平成27年の人口、

分母で換算しますと、今、約５万5,000人規模の

出国者数になるというところを見ております。

ちなみに、４万3,444人の出国率3.9％なんで

すけれども、全国でいえば、42位というレベル

でございます。一番高いところが東京都で25％、

４人に１人は年１回海外に出国されているとい

うようなところでございます。

○緒嶋委員 それと、ホストタウンですけれど

も、これは、東京オリンピック、それから、オ

リンピックにおいでになった方が宮崎のほうに

観光でも来ていただくというのも重要な視点だ

と思うんですけれども、これは、やっぱりこの

３カ所、あるいは西都を入れれば４カ所になり

ますか、それぐらいの程度で進むということで

すか。これ以上に規模が出るということはない

わけですか。

○松浦総合政策課長 ホストタウンについては、

登録をされていく条件といいますか、国のほう

の判断として、これまでの交流の実績が相当あ

るとか、それから、例えば、これから交流を深

めたいというふうなことで取り組まれる市町村

なり県なりであれば、ある程度、対象となる国

のスポーツの競技団体とのパイプがあるとかい

うようなところになってくるんですけれども、

やはり、交流にしっかりつなげていくというふ

うな視点はあるんですけれども、そこについて

の関心というのは、ここに掲げてある第一次、

第二次の市町村以外にも持っておられまして、

ちょっとそこはまだ事前に国と協議をしている

段階ですので、まだちょっと名前は明かせられ

ないんですけれども、幾つかそういうようなと

ころで、県と一緒になって国に相談している案

件はございます。

○緒嶋委員 やっぱり国際的に宮崎県の知名度

を上げるというのは、オリンピックで来た人が

宮崎県に来ることによって、それこそグローバ

ルな中で、宮崎県の知名度が上がり、観光客も

余計来るように、宮崎はすばらしいよと言って、

宮崎においでになった方が帰って、そして、ま

たリピーターみたいにほかの人を呼び込むとい

うのが、やっぱりグローバルの時代の人とオリ

ンピックの大きな意義にもなると思うんです。

そうなれば、やっぱりこういうのをふやしてい

かないと、いろいろ宮崎というのを、知名度が

なかなか上がらないのじゃないかと。オリンピッ

クをうまく利用するというか、それをうまく活

用すると、そういう視点を県も持って、市町村

にある程度、そういうような意味も含めて、県

も支援もしますから何とかならないですかとい

うような、積極的な県の対応というのも必要じゃ

ないかという気がしてならないのですけれども、

そのあたり、そういう努力はされないわけです

か。

○松浦総合政策課長 重要な視点だというふう

に思っておりまして、県としましても、このホ

ストタウンの考え方が国から出された以降、市

町村に対して、こういうふうな制度ができます

よと、使ってみませんかというような説明をそ

れぞれブロックごとにやるとか、市町村にやる

とかいうふうなことを重ねてきておりまして、
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その中で、国から担当者を連れてきて、実際の

説明とか国の考え方を説明してもらうとか、そ

れから、先月は、国の担当の方に来ていただい

て、これは、市町村である程度もう次の登録に

向けて準備をしたいというふうなところに来て

いただいたんですが、実際にどういう形だった

ら登録されるのかというようなところの個別の

相談会というようなものもやっておりまして、

やはり、委員御指摘のような視点というのをしっ

かり持って、なるべく活用できるような形で取

り組んでまいりたいというふうに思っていると

ころでございます。

○緒嶋委員 特に、宮崎市なんかは、ドイツ１

カ国じゃなくても、ほかの２カ国が来てもいい

んじゃないかという気もしないでもないんです。

そうだから、そういうことを含めて、ワールド

カップは上津江だったですか、話題性もあった

ですが、やっぱりいろいろなことで話題性をう

まくつくるというのも必要だと思うので、ぜひ

これ努力してください。

○髙橋委員 登録の関係で、手を挙げて県レベ

ルで候補地は選定をされているんでしょうか。

手を挙げれば、それぞれ、国に選考してもらう

ということになっているんでしょう、どちらで

すか。

○松浦総合政策課長 一応、県を経由するとい

う形になっております。計画書を出して、それ

が確かに交流につながっていくというようなと

ころの審査があるようでございまして、そこの

つなぎとして、県と一緒に出しましょうという

ことであれば、この表にありますように、ドイ

ツであれば、県、宮崎市、延岡市、小林市、一

応１件として連名で出しているということにな

りますので、一緒に出しましょうということで

あれば、一緒の中で交流なりそういったものを

考えていくというふうなことをやっております

し、例えば、市町村が単体で出したいというふ

うなときでも、どういう形なら通りやすいんだ

ろうかというふうなところを国と話をしながら、

そういう内容の整理といいますか、組み立てと

いいますか、そういったことを考えてやってい

るというふうな状況でございます。

○髙橋委員 私が聞き違いかもしれないんです

けれども、私の地元も何か手を挙げたような話

を聞いて、漏れたとか何か、ちょっと正確かど

うかはわかんないです。例えばサッカーでいえ

ば、日南キャンプで受け入れているから、二次、

三次とあるから、そういったところで、また今

からその候補地というのは、登録というのは可

能性があるということで理解していいんでしょ

うか。

○松浦総合政策課長 済みません。既に登録さ

れたところは一応公表されていますのであれで

すけれども、それ以外のところで今動きがいろ

いろございます。漏れたとすると、国の段階で

最終的に漏れたということになるんだろうと思

うんですけれども、ある程度、可能性のあるレ

ベルまで、計画書なりを仕上げた上で出してい

ますので、その途中段階ということかもわかり

ませんけれども、市町村の御意向があるような

場合には、最大限そこを尊重しながら進めてい

るつもりでございますので、その結果として、

国のほうでどう判断されるかわかりませんけれ

ども、国の情報も取り入れながら、なるべくで

きる限り通っていくような形を考えてまいりた

いというふうに思っております。

○蓬原委員 １ページなんですけれども、宮崎

の高校、大学から優秀な人材を確保するという

ことで上がっているわけです。それで、産学金

労官が緊密な連携とあるんですけれども、これ
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やっぱり、この前どこかの、兵庫だったかな、

行きましたら、これに民というのを入れている

んです。なぜ民かというのは、この前、これは

委員会の話でしたけれども、なぜ県外に行くか

という何かアンケートをとっておられました、

県内就職か県外就職か。その中で親の意見が非

常に強いと、親も地元に就職しなさいと勧め切

らない状況が大きな数字として出ていたように

思います。意識するのはＰＴＡなんです。だか

ら、産学金労官、民というのを入れて、やっぱ

り民の皆さんが、県民総力戦で宮崎をよくしよ

うよ、宮崎に就職しなさいよという声が、機運

が高まらないと、やっぱり親が子供に、やっぱ

ね、名古屋に行ったほうがいいよとか、そうい

う言葉が出るうちは、なかなかいい人材が地元

に定着しないだろうと思うので、言葉の表現で

すけれども、これ民を入れる、どうせならもう

一つやっぱり大きな力を持っておられる言とい

うのも入れて、言の中でそのあたりのいろんな

報道をしていただくと、これになるとまさしく

県民総力戦になって、子供たちも地元に残るこ

のマインドが高まるんじゃないかなと思うので、

別に回答は要りませんが、私はそう感じました。

やっぱり民を抱き込まないと、これ上のほうだ

けでやっていても、なかなか実績は上がらない

と思うんですが、どうですか。

○永山総合政策部長 プラットフォームをどう

いう形にするかというのは、また、どこが入る

のかというのはいろんな考え方があるかもしれ

ませんけれども、実際に県内就職を促進するた

めには、親御さんへの働きかけが非常に重要で

あるということは、そのとおりだというふうに

思っています。

今現在、さまざまな取り組みをやっています

が、例えば、企業訪問を子供と親が一緒に行く

とか、そういうふうな取り組みもやって、かな

り関心も高まってきているということでござい

まして、一朝一夕に数字が今の55からすぐに上

がっていくということはなかなか難しい面があ

るかもしれませんが、着実にまずは６割を目指

して取り組みを進めていきたいと。そのために

は、子供たちも、親も、それから、企業も自分

のところにぜひという気持ちをもっともっと強

く持たなければならないというふうに思ってい

ますし、学校もやはり意識改革が必要ではない

かなというふうに思っています。やっぱりこの

４者がしっかり、そして、その意識改革を行政

側がしっかり全体を取りまとめていくというふ

うな取り組みが、長年にわたって継続してやっ

ていく必要があるんではないかなというふうに

思っています。

○重松委員 オールみやざき営業課さんに、多

様な交流促進、大変大事な取り組みだと思いま

す。

それで、最後の成果指標でもう一度、緒嶋委

員からも人数で確認ありましたけれども、パス

ポートの取得率、私も、また最近とって余り大

きなことは言えないんですけれども、日本国民

のパスポート取得率はたしか24％ぐらいだと思

いますが、県民の取得率は何％か掌握されてい

らっしゃいますでしょうか。

○酒匂オールみやざき営業課長 県民の有効パ

スポートの取得、所有率でございますが、平成27

年で13万7,002人、約13万7,000人でございます。

人口の割合でいきますと12.4％というところで、

８人に１人というような状況にございます。

○重松委員 日本国民は24％は間違いないんで

しょうか。それを考えると、まだまだ宮崎県民

の取得率は低いのかなというふうに思いますが。

○酒匂オールみやざき営業課長 47都道府県全
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体で23.5％という数字でございます。これは平

成27年12月末現在の数字でございます。

○重松委員 そのためには、まだいろいろな、

（２）にあるような、多様なやっぱり交流の促

進というのは本当に大事なことかなというふう

に思います。

それで、その３ぽつ目の１つだけお伺いしま

すが、修学旅行に行ってらっしゃる宮崎県内の

小中高校はございますでしょうか。

○飯干学校政策課長 まず、高校、小中学校で

ございますか。高校でもよろしいでしょうか。

（「結構です」と呼ぶ者あり）海外への修学旅行。

現在、※県立の場合は39のうちの９校がことし、

例年そのぐらいなんですが、８校が修学旅行で

海外へ、語学研修、ちょっと期間が長いんです

が、それが１校ということで現在９校、大体１

校当たり100名程度、少ないところは40人が行っ

たりもするんですけれども、そういった数が修

学旅行に関しては県立はあります。

○金子学校支援監 中学校と小学校ですけれど

も、小学校はございませんが、中学校は、五ヶ

瀬中等教育学校の前期課程のほうが行っており

ます。

○重松委員 ありがとうございます。先ほどの

パスポート取得率も含めてもっと伸ばしていく

必要があるんじゃないかなというふうに思いま

した。というのは、香港、上海に行かせていた

だいて、上海で宮崎県人会の方との会食で、Ｊ

ＡＬの支局長から聞いた話は、中国人のパスポ

ート取得率は６％だというふうに聞いたんで

す。13億の民の６％ですから8,000万人ぐらいい

るんですけれども、日本人は24％で約3,000万人、

中国人がもっとクルーズ船とかで入ってくる、

１％ふえただけでも1,300万人がふえていくとい

う、本当にまだまだ、もうすごい数字が隠され

ているなというふうに思いまして、ということ

を含めまして、やっぱり宮崎県人も出ていく、

向こうからも受け入れるためには、パスポート

の取得率とか、そういうこともやっぱり、出国

率も高めていくことは重要かなと思います。目

標値５％ですけれども、その取り組みに対して

の何か手だてというのは考えていらっしゃるん

でしょうか。

○酒匂オールみやざき営業課長 この５％を目

標に設定した根拠といたしましては、直近の一

番高いときが、平成24年の4.9％でございました。

このときは、年間の平均為替レートが78円とい

う状況でございまして、全国的にも非常に高い

出国率でございます。全国で13.8％ぐらいあっ

たときでございます。それ以来ずっと円安傾向

にございまして、それに応じまして、全国の出

国率も減っておりますし、今、宮崎県も減って

いるということで、直近の５％を目標にしよう

としたところでございます。

どういった支援があるかというところで申し

上げますと、例えば、最近では、空港振興協議

会が出張される場合には、パスポート取得の経

費について補助をするとか、そういったことも

やっておりますし、団体旅行で直行便のあると

ころに出られるところについては、補助をした

りとか、ビジネスで活用される場合にも補助を

するといった支援もしていただいております。

我々もさまざまな形できっかけづくりとか、

台湾との交流のきっかけづくりとか取り組んで

おりますけれども、そういったことにも引き続

き取り組んでまいりたいと考えておるところで

ございます。

○井手総合政策部次長（政策推進担当） 今お

話に出ましたパスポートの取得の補助とか団体

※26ページに訂正発言あり
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旅行の補助でございますが、これは、国際定期

航路、３路線飛んでいますが、この航路を使っ

ていただく場合における補助事業でございまし

て、例えば、パスポートの補助でありますと、

旅行会社のほうに申請をいただくような形に

なっています。パスポートを保持していない方

が海外旅行に行く場合に、初回にパスポートを

取る場合に、※成人の場合、多分5,000円だった

かと思います。14歳以下は少し取得料が安いの

で3,000円程度ではなかったかと思いますけれど

も、そのような補助制度を今行っていますので、

ぜひ御喧伝いただきたいと思います。

済みません、12歳以上で6,000円です。12歳未

満が3,000円の補助ということになります。

団体旅行に関しましても、県内の学校、もし

くは市町村学校等が修学旅行等に使う場合には、

１人１万円程度ですが、もちろん上限ございま

すけれども、補助するような制度を設けており

ます。今年度も、現時点においても、７団体ほ

ど御利用いただいているというふうに聞いてお

ります。

○重松委員 どんどん進めていただきたいと思

います。

○中野委員 さっき、重松委員の質問、パスポ

ート発券数、あれ全国で何番目ぐらいになって

いますか。

○酒匂オールみやざき営業課長 有効旅券の所

有率の順位でございますが、41位でございます。

○中野委員 私、このグローバルの定義、これ

しっかり書いてください。私の考えているグロ

ーバル人材と、東南アジアに対して活動すれば

グローバル、ちょっと、どっちが正しいという

ことはないが、しっかり定義を定めないと議論

が何かかち合わないんですよね。私、今、ネッ

トを引いたらあんまりそんな話じゃなかった。

やっぱり国際的にとかいう言葉で定義してある

と。定義、要望しておきます。

○飯干学校政策課長 訂正があって、先ほどの

修学旅行に行っているのが県立で９校と申しま

したが、学校支援課のほうで、五ヶ瀬中等教育

学校の中学生２年生が１校と言いましたが、ダ

ブっておりますので、全部で９校ということに

なります。済みません。

○中野副委員長 オールみやざき営業課長に確

認というか、お尋ねしたいと思うんですが、６

ページの交流促進の中のぽつ１のこの「東アジ

ア民間交流促進事業」、これは、小中高生も対象

になっているんですか。

○酒匂オールみやざき営業課長 「東アジア民

間交流促進事業」は、台湾との交流のきっかけ

づくりをする事業でございますが、これは民間

交流団体を対象としておりまして、その構成メ

ンバーに小中高校生が入ることについてはあろ

うかと思いますが、基本的には、補助対象は、

民間交流団体という位置づけにしております。

○中野副委員長 一部、小中高校生も入ってい

ると思うんですが、では、２番目の「アンニョ

ンハセヨ！少年少女国際交流事業」、これの実績

ないし計画の数を教えていただけませんか。

○酒匂オールみやざき営業課長 「アンニョン

ハセヨ！少年少女国際交流事業」は、県内の小

中高校生を対象とした事業でございます。宮崎

県側の参加者で申しますと、平成28年もう既に

実施しておりますが、宮崎県側からは、小中高

校生合わせまして36名、韓国側からも同数の36

名で交流を実施しております。平成27年度につ

きましては、ＭＥＲＳの発生の影響もありまし

て中止をいたしております。平成26年度が、宮

崎県側からは48名、韓国側からも同数の48名と

※このページ左段に訂正発言あり
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いうことで、それぞれホームステイなどをして

交流をしている事業でございます。

○中野副委員長 もっとたくさんの人が学校単

位で行っているのかなと思いましたが少数でし

た。

また、グローバル人材育成ということで、リ

ーダー云々とかいろいろ、留学生云々とありま

したが、これも少数ですよね。修学旅行でたく

さんの方が、９校行っておるということですか

ら、人数にしたらそれなりの数になると思うん

ですが、沖縄県は高校を卒業するまでの間に２

回から３回海外の経験をするというのを聞きま

した。それで、これが本当かどうかはわかりま

せんので、本当であれば、これは大したもんだ

なと思っておるんです。その事業、そういうの

が何があるのか。そういうのが本当であれば調

査して、また、後日、数字でも教えていただけ

ればなと思うんですが、それからすると、宮崎

県は、少数の人を育成して、グローバルな人材

育成とするのか、もっと底辺を広げて、その中

からやがて目覚めて、そういうグローバルな人

材に成長するのか、どっちからでもいいと思う

んですが、できたら、海外の経験を１人でも多

く、高校卒業する間にいろんな形でさせるとい

うことも、将来的にいいんじゃないかなと思う

んですけれども。沖縄が、本当かどうかわかり

ませんので、聞いた話ではそういうことでした

ので、ぜひまた、後日、その調査結果を教えて

ください。

○酒匂オールみやざき営業課長 沖縄県のほう

がそういった形で小中高校生のうちに年に数回

出ているかとかという数字、私もちょっと手元

に把握しておりません。入手可能かどうかも含

めまして検討してみたいと思います。

○武田観光経済交流局長 それから、先ほど緒

嶋委員から海外との多様な交流の促進等につい

ての予算全体の額ということでお話がございま

した。先ほどの答弁では、オールみやざき営業

課のほうで約6,729万7,000円ということでお答

えしたところですけれども、この中には、ほか

にも、例えば博物館等の学術交流とか、それか

ら、宮交ボタニックガーデン青島とシンガポー

ルの植物園との姉妹提携、こういったのを都市

計画課がやったりとか、さらに広がりがござい

ますので、そういった点では、それ以上の予算

がございます。

それから、あと当然東アジア民間交流促進事

業は、一応きっかけづくりということでやって

おりますが、ことしは、例えば、台湾との子供

たちのソフトボール交流事業とかやっておりま

して、そういったものは、後の支援として、例

えば、スポーツランドのそういった予算などを

使った支援もやっておりますので、そういった

形でフォローもしていきたいというふうに思っ

ています。いずれにしても、しっかりと対応し

ていきたいと考えております。

○田口委員長 ほかにございませんか。よろし

いですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。

執行部の皆さん、御退席いただいて結構です。

お疲れさまでした。どうもありがとうござい

ました。

暫時休憩いたします。

午前11時48分休憩

午前11時51分再開

○田口委員長 委員会を再開いたします。

次に、協議事項（１）の次回委員会につきま
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しては、11月定例会中の12月９日金曜日の開催

を予定しております。

なお、今後について申し上げますと、年明け

の１月の特別委員会では、報告書の骨子案を御

協議いただくこととしておりますので、実質、

次回の委員会が最後の調査になると思われます。

今後の委員協議の場において、来年度の報告

書の作成に向けて、県当局や国などに対し、ど

のような提言や働きかけができるかを整理して

いく形になるかと思っております。

今の段階において、報告書作成に向けて何か

御意見や御要望はございませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午前11時52分休憩

午前11時53分再開

○田口委員長 委員会を再開します。

現段階では、まだ皆さん固まっていないよう

でございますので、次回の委員会の際に、再度

御協議いただきたいと思いますので、よろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 では、次回委員会での執行部の

説明、資料要求について、何か御意見や御要望

はございませんか。

○中野委員 台湾とか香港、こう、ずうっと行っ

ていますと、よその県だって、牛肉はほとんど

鹿児島だったりとか、宮崎県産というのは焼酎

かな、それと、都城の南酪、あそこいろいろ個

人でやっていると思うんです。だから、今そこ

ら辺の、何というのか、差というのか、貿易、

貿易金額じゃあ全体額がわからないですよね、

旭化成が行っていたりするもんだから、できた

ら、そういう農業に限定した輸出物というのは、

結局、宮崎の牛肉なんていうのは、経済連が１

件１件店側に卸してやっているわけです。鹿児

島なんかは、恐らくあの南酪でも、商社を使っ

たりしてやっていると思う。そこ辺の違いまで

入れるのかな、いわゆる戦略として、攻め方、

売り方ですよね。そこまで入れるかどうかとい

う考えありますけれども、要は、向こうに出て

いる隣県やらを調べて、大体どんな違いがある

かというぐらいが、私は最終のこの中身かなと

思っていたんです。

○田口委員長 それは、国ごとにということで

すか。

○中野委員 いや、例えば鹿児島とか、せめて

比べた場合です。ずっとデパートやら日本の産

品並んでいると必ず行くじゃないですか。（「地

域別」と呼ぶ者あり）なかなかそれとり切らん

でしょうな、県で、民間でやっているから。

○田口委員長 ちょっと資料は要望しますが、

出せるかどうかちょっとわかりませんけれども、

そこは御了解をください。

○中野委員 はい。

○田口委員長 ほかにございますか。よろしい

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、先ほどちょっと資料

の要求がありましたので、それは出せるどうか

わかりませんが、一応要求をいたしまして、出

せるようであれば、皆さん方に提示したいと思っ

ております。それでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 それでは、最後になりますが、

協議事項（２）のその他で、委員の皆さんから

何かございますか。ないですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○田口委員長 では、次回の委員会は12月９日

金曜日午前10時からを予定しておりますので、



- 29 -

平成28年11月１日（火曜日）

よろしくお願いいたします。

それでは、以上をもちまして、本日の委員会

を閉会いたします。お疲れさまでした。

午前11時55分閉会


